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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、第45期中間期は中間純損失を計上したため、ま

た、第44期中間以前については潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第43期中 第44期中 第45期中 第43期 第44期 

会計期間 

自平成16年 
２月21日 
至平成16年 
８月20日 

自平成17年 
２月21日 
至平成17年 
８月20日 

自平成18年 
２月21日 
至平成18年 
８月20日 

自平成16年 
２月21日 
至平成17年 
２月20日 

自平成17年 
２月21日 
至平成18年 
２月20日 

売上高（千円） 22,037,585 17,547,904 15,335,223 45,295,300 37,578,822 

経常利益（△損失）（千円） △187,219 △219,288 △483,436 △429,523 20,820 

中間（当期）純利益（△損失）

（千円） 
△578,322 △318,116 △3,192,929 △1,992,503 120,585 

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 2,904,517 2,904,517 2,979,932 2,904,517 2,904,517 

発行済株式総数（千株） 13,519 13,519 14,204 13,519 13,519 

純資産額（千円） 10,174,567 8,468,445 5,885,395 8,774,510 8,915,465 

総資産額（千円） 25,872,909 22,159,819 15,915,251 25,081,513 19,495,333 

１株当たり純資産額（円） 753.07 626.94 414.53 649.52 660.09 

１株当たり中間（当期）純利益

（△損失）（円） 
△42.80 △23.55 △229.03 △147.48 8.93 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
－ － － － 8.70 

１株当たり配当額（円） － － － － － 

自己資本比率（％） 39.3 38.2 37.0 35.0 45.7 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
△118,669 △1,193,211 1,260,482 1,350,453 △2,350,281 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
6,391 270,924 △94,850 △200,930 179,232 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
219,332 △807,987 △871,508 △317,883 △2,182,402 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（千円） 
6,835,755 5,803,026 3,459,082 7,545,603 3,164,733 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）(人) 

394 

(667)

330 

(533)

305 

(467)

389 

(663)

311 

(537)



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、スポーツ・カー事業のカー部門については、事業撤退を完了しております。なお、ホ

ームセンター事業については前事業年度に事業撤退を完了しており、現在は、ファッション事業、家電事業を中心

とした事業の内容となっております。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（ ）内に外数で記載しておりま

す。 

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年８月20日現在

従業員数（人） 305(467)  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善により景気回復が顕著になってきております。しかし

ながら、一方で個人所得環境はいまだ厳しく、個人消費の本格的回復には至っていない状況であります。 

 当業界におきましても、個人消費の影響や市場環境の激化により厳しい状況で推移いたしました。 

 このような状況のもと当中間会計期間においては、ファッション事業において、新規店舗を２店舗開設し、ま

た、既存店においては競争力強化を図るべく業容拡大に努めました。しかしながら、前事業年度に引き続き不採

算事業及び店舗の閉鎖を実施したことにより、当中間会計期間の業績は、売上高15,335百万円（前年同期比

12.6％減）となりました。また、利益面においても、不採算事業及び店舗の在庫処分に伴う営業損失やファッシ

ョン事業の新規店舗開設に伴う初期費用により、経常損失483百万円（前年同期は219百万円の経常損失）となり

ました。特別損益については、当中間会計期間より減損会計を適用し、駐車場用地等の減損損失を1,960百万円計

上したこと、野猿地区再構築等に伴う店舗閉鎖損失引当金を500百万円追加計上したこと、店舗賃借先へ預託して

いる敷金保証金の償還可能性が著しく低下したことに伴い貸倒引当金を205百万円計上したことなどにより、中間

純損失は3,192百万円（前年同期は318百万円の中間純損失）となりました。 

 事業部門別には次のとおりであります。 

 家電部門（フランチャイズ売上高を含む）では、不採算店舗の閉鎖による減収と、既存店舗においては猛暑と

オリンピック需要の恩恵を受けた前年同期と比較して総じて低調に推移し、売上高は6,423百万円（前年同期比

14.6％減）となりました。 

 ファッション部門では、新規店舗２店舗の開設を実施し業容拡大に努めましたが、既存店の客数減に伴う減収

により、売上高は8,383百万円（前年同期比7.4％減）となりました。 

 スポーツ・カー部門では、カー部門店舗の閉鎖による減収により、売上高は421百万円（前年同期比45.5％減）

となりました。なお、当中間会計期間においてカー部門は事業撤退を完了いたしました。 

 その他部門は、賃貸契約の一部終了等により売上高は107百万円（前年同期比3.2％減）となりました。 

 (2)キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ294百万円増加

し、当中間会計期間末は3,459百万円となりました。 

 当中間会計期間中における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において営業活動の結果取得した資金は1,260百万円（前年同期は1,193百万円の使用）となり

ました。これは主に、当中間会計期間末日が金融機関の休業日であったことによる仕入債務の増加159百万円、カ

ー部門店舗の閉鎖等によるたな卸資産の減少1,186百万円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において投資活動の結果使用した資金は94百万円（前年同期は270百万円の回収）となりまし

た。これは主に、定期預金の純増加150百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において財務活動の結果使用した資金は871百万円（前年同期比7.9％増）となりました。これ

は主に、シンジケート・ローンの期限前弁済と通常の借入金への借換えに伴う長期借入金の純減少額686百万円、

短期借入金の純減少額260百万円等によるものであります。 



２【仕入及び販売の状況】 

(1) 商品仕入実績 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．事業部門と商品群の対応関係は、以下のとおりであります。 

家電部門 

一般家電…冷蔵庫、調理家電、洗濯機、クリーナー、理美容、照明機器、部品・修理仕入等 

ＡＶ家電…ラジカセ・オーディオ機器、ビデオ関連機器、テレビ等 

季節家電…冷・暖・空調機器及び関連工事仕入等 

情報家電…パソコン、携帯電話等 

その他…ゲーム機器・ソフト 

ファッション部門 

貴金属…指輪、ネックレス、イヤリング、喜平等 

時計…腕時計、掛置時計、喫煙具等 

バッグ・雑貨…ハンドバッグ、財布、ベルト、メガネ等 

ファッション衣料…スーツ、ジャケット、コート等 

スポーツ・カー部門…スポーツ用品、レジャー用品、カー用品、自転車等 

なお、フランチャイズ売上高に対応する仕入高は、家電部門の各商品群に含めて表示しております。 

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

家電部門   

一般家電 1,607,217 82.1 

ＡＶ家電 1,551,394 90.4 

季節家電 879,029 79.9 

情報家電 970,585 87.0 

その他 59,067 94.3 

小計 5,067,294 85.1 

ファッション部門   

貴金属 799,824 75.3 

時計 1,255,048 69.1 

バッグ・雑貨 3,185,320 86.2 

ファッション衣料 327,681 82.9 

小計 5,567,874 79.9 

スポーツ・カー部門 186,120 37.4 

合計 10,821,289 80.3 



(2) 販売実績 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．事業部門と商品群の対応関係は、以下のとおりであります。 

家電部門 

一般家電…冷蔵庫、調理家電、洗濯機、クリーナー、理美容、照明機器、部品・修理収入等 

ＡＶ家電…ラジカセ・オーディオ機器、ビデオ関連機器、テレビ等 

季節家電…冷・暖・空調機器及び関連工事収入等 

情報家電…パソコン、携帯電話等 

その他…ゲーム機器・ソフト、受取保証料 

ファッション部門 

貴金属…指輪、ネックレス、イヤリング、喜平等 

時計…腕時計、掛置時計、喫煙具等 

バッグ・雑貨…ハンドバッグ、財布、ベルト、メガネ等 

ファッション衣料…スーツ、ジャケット、コート等 

スポーツ・カー部門…スポーツ用品、レジャー用品、カー用品、自転車等 

その他…テナント収入等 

なお、フランチャイズ売上高は、家電部門の各商品群に含めて表示しております。 

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

家電部門   

一般家電 2,133,325 84.8 

ＡＶ家電 1,759,204 92.3 

季節家電 1,276,267 79.0 

情報家電 1,125,539 83.6 

その他 128,847 92.9 

小計 6,423,184 85.4 

ファッション部門   

貴金属 1,611,435 88.5 

時計 1,915,334 82.8 

バッグ・雑貨 4,399,213 98.9 

ファッション衣料 457,677 97.7 

小計 8,383,661 92.6 

スポーツ・カー部門 421,217 54.5 

その他 107,159 96.8 

合計 15,335,223 87.4 



３【対処すべき課題】 

当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

なお、前事業年度に掲げた課題については、当中間会計期間において、次のように対処しております。 

 当社は、平成17年２月期より地区再構築を中心とする事業再構築に取組んでまいりましたが、当中間会計期間

においてはカー事業の撤退を完了し、現在、懸案の野猿地区（東京都八王子市）再構築等に取り組んでおりま

す。 

この間、減損会計の適用もあり、当中間会計期間末の純資産は5,885百万円と、平成16年２月期と比べ4,894百

万円減少いたしました。しかしながら、事業再構築も最終段階を迎えており、今後は主力事業であるファッショ

ン事業を中心に、新規店舗の出店を行いつつ、顧客視点に立ったマーチャンダイジングに注力するとともに引続

きローコスト経営に取組み、収益の増大を目指してまいります。 

資金面では、懸案のシンジケート・ローンの期限前弁済と通常の借入金への借換えが完了し、今後も引続き、

お取引金融機関のご理解とご協力のもと、運転資金の安定的な調達を行うとともに、新株予約権行使による増資

資金で新規店舗の出店、既存店舗の改装、商品開発及び業務提携等積極的な投資を行い、売上の拡大を図りつ

つ、純資産の増強を行ってまいります。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間における、主要な設備の異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等については、重要な変更はありませ

ん。また、新たに確定した重要な設備の除却等の計画は次のとおりであります。 

（注）帳簿価額は土地と建物の合計額であり、回収可能見込額まで減損した金額であります。 

事業所名 

（所在地） 
区分 事業部門別の名称 設備の内容 

帳簿価額 

（千円） 
売却予定年月 

売却予定土地

面積（㎡） 

サブリース物件 

（東京都八王子市） 
売却 その他 

駐車場設備

等 
88,000 平成19年２月 592 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成17年11月25日定時株主総会決議 

（注）１．行使期間において行使価額は平成17年12月14日以降行使請求日の前日までの期間に属するいずれかの５連続取

引日の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の終値の平均値の92％に相当する金額のうち、最も低い

金額（上限264円、下限132円）に修正され、これに伴い、新株予約権１個の目的となる株式の数は次の算式に

より調整されます。 

２．本新株予約権は、その全部または一部につき行使できるものとします。ただし、１個の本新株予約権の一部に

つき行使することはできないものとします。 

３．本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとします。ただし、本新株予約権が、本新

株予約権に係る新株予約権者が支配している会社、当該新株予約権者を支配している会社又はかかる会社によ

り支配されている他の会社に譲渡される場合には、当社取締役会は当該譲渡を承認するものとします。なお、

ある会社の「支配」とは、当該会社の総株主又は総社員の議決権の過半数を直接又は間接に保有することをい

います。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 41,000,000 

計 41,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数（株） 

（平成18年８月20日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成18年11月17日） 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 14,204,289 14,204,289 
東京証券取引所 

市場第二部 
－ 

計 14,204,289 14,204,289 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年８月20日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年10月31日） 

新株予約権の数（個） 285 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） （注１）  13,013,385 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注１） 219 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年３月14日 

至 平成21年３月13日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

219 

110 
同左 

新株予約権の行使の条件  （注２） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項  （注３） 同左 

代用払込みに関する事項  － － 

調整後払込金額 ＝ 
調整前株式数×１株当たり修正前行使価額 

１株当たり修正後行使価額 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）新株予約権の行使による増加であります。 

(4）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

  

平成18年２月21日 

～ 

 平成18年８月20日

（注） 

  

684 14,204 75,415 2,979,932 74,730 4,434,613 

  平成18年８月20日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

有限会社関戸興産 東京都八王子市散田町３丁目34－３ 4,145 29.18 

関戸正実 東京都八王子市 1,767 12.44 

 関戸千章  東京都八王子市 1,259 8.86 

有限会社ジュピターインベス

トメント 

東京都渋谷区渋谷２丁目15番１号渋谷クロ

スタワー 
684 4.82 

有限会社ヴェルトフライ 東京都八王子市散田町３丁目34－３ 550 3.87 

関戸サク 東京都八王子市 511 3.60 

株式会社みずほ銀行 

（常任代理人 資産管理サー

ビス信託銀行株式会社） 

東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 

（東京都中央区晴海１丁目８－12） 
327 2.30 

セキド従業員持株会 東京都八王子市旭町11番８号アクセスビル 301 2.12 

日興シティグループ証券株式

会社 

東京都港区赤坂５丁目２番20号赤坂パーク

ビルヂング 
264 1.85 

あいおい損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿１丁目28番１号 220 1.54 

計 － 10,031 70.61 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株（議決権の数３個）

含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

２．上記の「当該中間会計期間における月別最高・最低株価」は、毎月１日より月末までのものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年８月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   13,000 － － 

完全議決権株式（その他）（注） 
普通株式 

14,131,000 
14,131 － 

単元未満株式 普通株式   60,289 － 
１単元（1,000株）

未満の株式 

発行済株式総数 14,204,289 － － 

総株主の議決権 － 14,131 － 

  平成18年８月20日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

㈱セキド 
東京都八王子市旭町11

番８号アクセスビル 
13,000 － 13,000 0.09 

計 － 13,000 － 13,000 0.09 

月別 平成18年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高（円） 280 301 268 235 245 243 

最低（円） 243 245 201 174 194 200 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年２月21日から平成17年８月20日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年２月21日から平成18年８月20日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年２月21日から平成17年８月20日ま

で）及び当中間会計期間（平成18年２月21日から平成18年８月20日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマ

ツにより中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成17年８月20日） 

当中間会計期間末 
（平成18年８月20日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年２月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金及び預金 ※２ 6,493,026   4,219,082   3,774,733   

売掛金  980,840   789,924   987,022   

商品  6,471,789   5,495,221   6,681,814   

その他  609,161   600,627   688,947   

貸倒引当金  △153   －   －   

流動資産合計   14,554,664 65.7  11,104,856 69.8  12,132,517 62.2 

Ⅱ 固定資産           

有形固定資産 ※１          

建物 ※２ 1,453,237   682,786   1,354,393   

土地 ※２ 2,266,251   1,062,421   2,266,251   

その他  406,807   160,848   324,921   

有形固定資産合計   4,126,295 18.6  1,906,056 12.0  3,945,566 20.3 

無形固定資産   193,564 0.9  86,368 0.5  195,389 1.0 

投資その他の資産           

投資有価証券 ※２ 370,756   391,946   374,735   

差入保証金  2,632,749   2,182,210   2,575,642   

破産更生債権
等   －   205,445   －   

その他  281,789   243,811   271,481   

貸倒引当金   －   △205,445   －   

投資その他の資産
合計   3,285,295 14.8  2,817,969 17.7  3,221,859 16.5 

固定資産合計   7,605,155 34.3  4,810,394 30.2  7,362,815 37.8 

資産合計   22,159,819 100.0  15,915,251 100.0  19,495,333 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 

（平成17年８月20日） 
当中間会計期間末 
（平成18年８月20日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年２月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

支払手形 ※４ 558,116   311,564   798,536   

買掛金 ※４ 1,834,796   1,359,823   702,431   

短期借入金 ※２ 6,578,570   4,697,180   5,047,100   

未払金  1,150,106   871,783   728,018   

未払法人税等  27,000   15,000   32,300   

賞与引当金  124,760   102,294   143,598   

ポイント費用引当
金  225,715   206,297   223,892   

店舗閉鎖損失引当
金  423,876   602,495   527,073   

その他 ※４ 457,965   305,329   203,560   

流動負債合計   11,380,907 51.4  8,471,766 53.2  8,406,511 43.1 

Ⅱ 固定負債           

長期借入金 
※２ 
※３ 

941,700   577,960   1,174,150   

退職給付引当金  747,694   305,096   314,377   

役員退職慰労引当
金  269,540   277,000   273,960   

 繰延税金負債  －   73,386   65,982   

その他  351,531   324,646   344,885   

固定負債合計   2,310,466 10.4  1,558,089 9.8  2,173,355 11.2 

負債合計   13,691,374 61.8  10,029,856 63.0  10,579,867 54.3 

 



  
前中間会計期間末 
（平成17年８月20日） 

当中間会計期間末 
（平成18年８月20日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年２月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   2,904,517 13.1  － －  2,904,517 14.9 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  4,359,882   －   4,359,882   

資本剰余金合計   4,359,882 19.7  － －  4,359,882 22.3 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  450,000   －   450,000   

２．任意積立金  2,930,378   －   2,930,378   

３．中間（当期）未処
理損失  2,239,287   －   1,800,584   

利益剰余金合計   1,141,091 5.1  － －  1,579,793 8.1 

Ⅳ その他有価証券評
価差額金   65,076 0.3  － －  73,714 0.4 

Ⅴ 自己株式   △2,122 △0.0  － －  △2,442 △0.0 

資本合計   8,468,445 38.2  － －  8,915,465 45.7 

負債資本合計   22,159,819 100.0  － －  19,495,333 100.0 

（純資産の部）           
Ⅰ 株主資本           
１ 資本金   － －  2,979,932 18.7   －

２ 資本剰余金            
(1)資本準備金  －   4,434,613   －   
資本剰余金合計   － －  4,434,613 27.9  － －

３ 利益剰余金          
(1)利益準備金  －   450,000  －   
(2)その他利益剰余

金 
         

別途積立金  －   2,922,000   －   
繰越利益剰余金  －   △4,985,135   －   
利益剰余金合計   － －  △1,613,135 △10.1  － －

４ 自己株式   － －  △2,538 △0.0  － －

株主資本合計   － －  5,798,871 36.5  － －

Ⅱ 評価・換算差額等           
１ その他有価証券評

価差額 
  － －  83,922 0.5  － －

２ 繰延ヘッジ損益   － －  △248 △0.0  － －

評価・換算差額等合

計 
  － －  83,673 0.5  － －

Ⅲ 新株予約権   － －  2,850 0.0  － －

純資産合計   － －  5,885,395 37.0  － －

負債及び純資産合計   － －  15,915,251 100.0  － －

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   17,547,904 100.0  15,335,223 100.0  37,578,822 100.0 

Ⅱ 売上原価   13,304,417 75.8  12,022,450 78.4  28,692,218 76.4 

売上総利益   4,243,486 24.2  3,312,772 21.6  8,886,603 23.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  4,462,479 25.4  3,737,599 24.4  8,837,326 23.5 

営業利益（△損
失）   △218,992 △1.2  △424,827 △2.8  49,276 0.1 

Ⅳ 営業外収益 ※２  48,270 0.3  28,539 0.2  87,246 0.3 

Ⅴ 営業外費用 ※３  48,567 0.3  87,149 0.5  115,702 0.3 

経常利益（△損
失）   △219,288 △1.2  △483,436 △3.1  20,820 0.1 

Ⅵ 特別利益 ※４  14,586 0.0  － －  474,189 1.2 

Ⅶ 特別損失 ※５  106,959 0.6  2,697,974 17.6  350,654 0.9 

税引前中間（当
期）純利益（△損
失） 

  △311,661 △1.8  △3,181,411 △20.7  144,356 0.4 

法人税、住民税及
び事業税  16,247   11,117   32,618   

法人税等調整額  △9,792 6,455 0.0 400 11,517 0.1 △8,847 23,770 0.1 

中間（当期）純利
益（△損失）   △318,116 △1.8  △3,192,929 △20.8  120,585 0.3 

前期繰越損失   1,921,170       1,921,170  

中間（当期）未処
理損失   2,239,287       1,800,584  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年２月21日 至平成18年８月20日） 

（注）平成18年５月の定時株主総会における損失処理による任意積立金取崩項目であります。 

 株主資本 

 資本金 

資本剰余

金 
利益剰余金 

自己株

式 

株主資本合

計 資本準備

金 

利益準備

金 

その他利益剰余金 

利益剰余金

合計 
別途積立

金 

固定資

産圧縮

積立金 

繰越利益剰

余金 

平成18年２月20日残高（千

円） 
2,904,517 4,359,882 450,000 2,922,000 8,378 △1,800,584 1,579,793 △2,442 8,841,751 

中間会計期間中の変動額                   

新株の発行 75,415 74,730             150,146 

固定資産圧縮積立金の取

崩額（注） 
        △8,378 8,378       

中間純損失           △3,192,929 △3,192,929   △3,192,929 

自己株式の取得               △96 △96 

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額） 

                  

中間会計期間中の変動額合

計（千円） 
75,415 74,730 － － △8,378 △3,184,550 △3,192,929 △96 △3,042,879 

平成18年８月20日 残高

（千円） 
2,979,932 4,434,613 450,000 2,922,000 － △4,985,135 △1,613,135 △2,538 5,798,871 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価

証券評価差

額金 

繰延ヘッジ

損益 

評価・換算

差額等合計 

平成18年２月20日残高（千

円） 
73,714 － 73,714 3,000 8,918,465 

中間会計期間中の変動額           

新株の発行         150,146 

固定資産圧縮積立金の取

崩額（注） 
          

中間純損失         △3,192,929 

自己株式の取得         △96 

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額） 

10,207 △248 9,959 △150 9,809 

中間会計期間中の変動額合

計（千円） 
10,207 △248 9,959 △150 △3,033,070 

平成18年８月20日 残高

（千円） 
83,922 △248 83,673 2,850 5,885,395 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日）

当中間会計期間 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

    

税引前中間（当期）
純利益（△損失） 

 △311,661 △3,181,411 144,356 

減価償却費  177,322 99,036 353,640 

減損損失   － 1,960,851 － 

賞与引当金の増減額  △3,863 △41,304 14,975 

ポイント費用引当金
の減少額 

 △15,350 △17,595 △17,173 

店舗閉鎖損失引当金
の増減額等 

※２ △224,012 375,472 △28,198 

退職給付引当金の減
少額 

 △118,297 △9,281 △551,614 

役員退職慰労引当金
の増減額 

 △45,740 3,040 △41,320 

貸倒引当金の増減額  △1,607 205,445 △1,760 

受取利息及び受取配
当金 

 △16,004 △14,622 △27,159 

支払利息  48,104 48,846 96,676 

固定資産除却売却損  2,721 3,210 61,405 

売上債権（前受金含
む）の増減額 

 △17,880 193,519 △42,020 

たな卸資産の増減額  △133,099 1,186,592 △343,124 

仕入債務（前渡金含
む）の増減額 

 △308,795 159,759 △1,318,011 

未払金の増減額  △39,931 191,095 △433,714 

その他  △117,911 173,477 △84,668 

小計  △1,126,006 1,336,133 △2,217,709 

利息及び配当金の受
取額 

 6,462 7,041 8,070 

利息の支払額  △51,420 △54,275 △107,324 

法人税等の支払額  △22,247 △28,417 △33,318 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △1,193,211 1,260,482 △2,350,281 

 



  
前中間会計期間 

（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日）

当中間会計期間 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

    

定期預金の増加  △800 △150,000 △800 

定期預金の減少  19,600 － 99,600 

有形固定資産の取得
による支出 

※３ △220,505 △29,395 △414,968 

有形固定資産の売却
による収入 

 12,600 16,937 14,600 

有形固定資産の除却
に伴う支出 

 △77,000 △1,321 △119,514 

無形固定資産の取得
による支出 

 △13,518 △31,327 △43,595 

長期前払費用の取得
による支出 

 △38,331 △10,999 △38,331 

差入保証金の取得に
よる支出 

 △85,572 △8,571 △85,093 

差入保証金の回収に
よる収入 

 669,697 119,828 720,853 

その他  4,753 － 46,482 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 270,924 △94,850 179,232 

 



  
前中間会計期間 

（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日）

当中間会計期間 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

    

短期借入金の純減少
額 

 △150,000 △260,000 △510,000 

長期借入れによる収
入 

 － 725,000 1,000,000 

長期借入金の返済に
よる支出 

 △601,810 △1,411,110 △2,540,830 

設備割賦契約による
収入 

※３ 69,611 － 69,611 

設備割賦契約の返済
による支出 

※３ △125,409 △74,134 △186,631 

株式の発行による収
入  

  － 148,868 － 

自己株式の取得によ
る支出 

 △301 △96 △621 

配当金の支払額  △76 △35 △494 

その他   － － △13,436 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △807,987 △871,508 △2,182,402 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

 △12,302 225 △27,418 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額 

 △1,742,577 294,349 △4,380,870 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 7,545,603 3,164,733 7,545,603 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

 5,803,026 3,459,082 3,164,733 

     



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1)有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……中間期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

(1)有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……中間期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

(1)有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定） 

 時価のないもの 

……移動平均法による原価法 

時価のないもの 

……同左 

時価のないもの 

……同左 

 (2)デリバティブ 

時価法 

(2)デリバティブ 

同左 

(2) デリバティブ 

同左 

 (3)たな卸資産 

家電商品 

……移動平均法による低価法 

(3)たな卸資産 

家電商品 

……同左 

(3)たな卸資産 

家電商品 

……同左 

 貴金属・ファッション衣料・時

計・バッグ・メガネの単品管理商

品 

……個別法による原価法 

貴金属・ファッション衣料・時

計・バッグ・メガネの単品管理商

品 

……同左 

貴金属・ファッション衣料・時

計・バッグ・メガネの単品管理商

品 

……同左 

 その他の商品 

……売価還元原価法 

その他の商品 

……同左 

その他の商品 

……同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 

……定率法 

 但し、平成10年４月１日以降

取得の建物（建物附属設備を除

く。）については、定額法を採

用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物  7～40年 

その他 5～10年 

(1)有形固定資産 

……同左 

  但し、平成10年４月１日以降 

 取得の建物（建物附属設備を除  

 く。）については、定額法を採 

 用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のと 

 おりであります。 

   建物  5～29年 

   その他 4～20年 

(1)有形固定資産 

……同左 

  但し、平成10年４月１日以降 

 取得の建物（建物附属設備を除  

 く。）については、定額法を採 

 用しております。 

  なお、主な耐用年数は以下のと 

 おりであります。 

   建物  7～40年 

   その他 5～10年 

 (2) 無形固定資産 

……ソフトウェア（自社利用

分）については、社内にお

ける利用可能期間（５年）

による定額法 

(2) 無形固定資産 

……同左 

(2)無形固定資産 

……同左 

３．引当金の計上基準 （1）貸倒引当金 

 受取手形、売掛金等の債権の貸

倒による損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しておりま

す。 

（1）貸倒引当金 

同左 

（1）貸倒引当金 

同左 

 （2）賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるた

め、支給見込額のうち当中間会計

期間負担額を計上しております。 

（2）賞与引当金 

同左 

（2）賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるた

め、支給見込額のうち当期負担額

を計上しております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

 （3）ポイント費用引当金 

 将来の「ＬＰＣ（ラブ・プラ

ス・クラブ）カード」のポイント

行使による販促費の支払に備える

ため、当中間会計期間末のポイン

ト残高に対し過去の行使実績率に

基づき算出した将来の行使見込額

を計上しております。 

（3）ポイント費用引当金 

同左 

（3）ポイント費用引当金 

 将来の「ＬＰＣ（ラブ・プラ

ス・クラブ）カード」のポイント

行使による販促費の支払に備える

ため、当期末のポイント残高に対

し過去の行使実績率に基づき算出

した将来の行使見込額を計上して

おります。 

 （4）店舗閉鎖損失引当金 

 当中間会計期間末までに確定し

た店舗の閉鎖に伴う損失に備える

ため、当中間会計期間末以降に発

生すると見込まれる額を計上して

おります。 

（4）店舗閉鎖損失引当金 

同左 

（4）店舗閉鎖損失引当金 

 当事業年度中に確定した主力店舗

の閉鎖に伴う損失に備えるため、翌

事業年度以降に発生すると見込まれ

る額を計上しております。 

 （5）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務および年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる額を

計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとしてお

ります。 

（5）退職給付引当金 

同左 

（5）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

および年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとしてお

ります。 

 （追加情報） 

  当社は、確定拠出年金報の施行 

 に伴い、平成18年２月に適格退職 

 年金制度及び退職一時金制度の一 

 部について確定拠出金制度へ移行 

 し、「退職給付制度間の移行等に 

 関する会計処理」（企業会計基準 

 適用指針第１号）に伴い、適格退 

 職年金制度終了の会計処理を適用 

 しております。 

  本移行に伴う影響額は、特別利 

 益として406百万円計上しておりま 

 す。 

 （6）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく中間会計期

間末要支給額を計上しておりま

す。 

（6）役員退職慰労引当金 

同左 

（6）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。 

４．外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

６．ヘッジ会計の方法 （1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。 

（1）ヘッジ会計の方法 

同左 

（1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 （2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…通貨スワップ 

ヘッジ対象…買掛金 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…同左 

ヘッジ対象…同左 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…同左 

ヘッジ対象…同左 

 （3）ヘッジ方針 

商品の海外調達に伴う為替リスク

低減のため、対象債務の範囲内で

ヘッジを行っております。 

（3）ヘッジ方針 

同左 

（3）ヘッジ方針 

同左 

 （4）ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ開始時より有効性判定時点

までの期間において、ヘッジ対象

とヘッジ手段の相場変動の累計を

比較し、両者の変動額等を基礎に

して判断しております。 

（4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

（4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

７．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 

同左  キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

８．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税について

は税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、流動資産の

「その他」に含めて表示しており

ます。 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税について

は税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示しており

ます。 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税について

は税抜方式によっております。 



 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 

（自 平成17年２月21日 

至 平成17年８月20日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年２月21日 

至 平成18年８月20日） 

前事業年度 

（自 平成17年２月21日 

至 平成18年２月20日） 

―――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。また、従来、店舗閉鎖損失引

当金としておりました当中間会計期間中に確

定した閉鎖店舗に係る帳簿価額の回収不能見

込額については減損損失として表示しており

ます。この結果、従来の方法に比較して営業

損失及び経常損失は71,656千円減少してお

り、税引前中間純損失が1,740,569千円増加

しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金額

から直接控除しております。 

―――――― 

――――――  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

 「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準委員会 企業

会計基準適用指針第８号 平成17年12月９

日）が会社法施行日（平成18年５月１日）以

後終了する中間会計期間に係る中間財務諸表

から適用されたことに伴い、当中間会計期間

より当該会計基準を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

5,882,793千円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間貸借対照表の純

資産の部については、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

―――――― 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年８月20日） 

当中間会計期間末 
（平成18年８月20日） 

前事業年度末 
（平成18年２月20日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

（千円） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

（千円） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

（千円） 

 2,364,676  2,214,767  2,414,634

※２ 担保提供資産（千円） ※２ 担保提供資産（千円） ※２ 担保提供資産（千円） 

 定期預金 500,000

 建物 31,773

 土地 2,261,224

 投資有価証券 94,660

 計 2,887,658

 定期預金 750,000

 建物 37,710

 土地 1,088,033

 投資有価証券 175,154

 計 2,050,897

 定期預金 500,000

 建物 30,242

 土地 2,137,232

 投資有価証券 143,310

 計 2,810,785

上記に対応する債務（千円） 上記に対応する債務（千円） 上記に対応する債務（千円） 

 短期借入金 4,257,570

 長期借入金 163,700

 計 4,421,270

 短期借入金 4,124,000

 長期借入金 438,000

 計 4,562,000

 短期借入金 3,367,100

 長期借入金 602,650

 計 3,969,750

※３ 当社は、事業資金の効率的な調達を行

うため、財務制限条項付特定融資枠契約

（シンジケート・ローン）を締結してお

り、長期借入金（１年以内に返済予定の

ものを除く。）に対する中間期末日現在

の残高は835,700千円であります。う

ち、625,000千円については財務制限条

項に抵触しておりますが、当初の返済ス

ケジュールどおりの返済を行うことで合

意しております。 

※３ 当社は、財務制限条項付特定融資枠契

約（シンジケート・ローン）を締結して

おりましたが、当中間期において全額期

限前弁済し、通常の長期借入金に借換え

ております。 

※３ なお、上記のほか、最低純資産維持額

等の財務制限条項付特定融資枠契約（シ

ンジケート・ローン）があり、その長期

借入金の残高は674,150千円でありま

す。同長期借入金は平成18年４月６日付

で既に全額期限前返済し、財務制限条項

のない借入金に借替えております。 

※４ 期末日満期手形及び期末日現金決済の

会計処理は、手形交換日及び支払実行日

をもって決済処理しております。なお、

当中間期末日が金融機関の休日であった

ため、次の期末日満期手形等が中間期末

残高に含まれております。 

※４ 期末日満期手形及び期末日現金決済の

会計処理は、手形交換日及び支払実行日

をもって決済処理しております。なお、

当中間期末日が金融機関の休日であった

ため、次の期末日満期手形等が中間期末

残高に含まれております。 

※４   ―――――― 

支払手形 230,939千円

買掛金 720,335 

設備関係支払手

形 
159,535 

支払手形      95,370千円

買掛金 601,730 

設備関係支払手

形 
12,248 

 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

※１ 減価償却実施額 ※１ 減価償却実施額 ※１ 減価償却実施額 

有形固定資産 121,811千円

無形固定資産 48,289千円

有形固定資産    58,473千円

無形固定資産   33,212千円

有形固定資産 246,041千円

無形固定資産 92,738千円

※２ 営業外収益の主要項目 ※２ 営業外収益の主要項目 ※２ 営業外収益の主要項目 

受取利息 11,167千円

販促協力金等 7,944千円

受取利息    9,723千円

  
受取利息 22,323千円

販促協力金等 13,604千円

※３ 営業外費用の主要項目 ※３ 営業外費用の主要項目 ※３ 営業外費用の主要項目 

支払利息 48,104千円 支払利息 48,846千円 支払利息 96,676千円

※４ 特別利益の主要項目 ※４   ―――――― ※４ 特別利益の主要項目 

貸倒引当金戻入益 1,607千円

役員退職慰労引当

金戻入益 

11,300千円

  
  

貸倒引当金戻入益 1,760千円

退職給付終了益 406,770千円

※５ 特別損失の主要項目 ※５ 特別損失の主要項目 ※５ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 2,721千円

店舗閉鎖損失引当

金繰入額 
49,574千円

減損損失 1,960,851千円

店舗閉鎖損失引当

金繰入額 
500,450千円

貸倒引当金繰入額 205,445千円

固定資産除却売却

損 
61,405千円

賃借契約解約損失 17,240千円

店舗閉鎖損失引当

金繰入額 
  225,551千円

※６   ――――――  ※６ 減損損失 

 当中間会計期間において、当社は以下の資

産グループについて減損損失を計上しており

ます。 

(1) 減損損失を認識した資産グループの概要

及び減損損失の内訳 

              （単位：千円） 

用途 種類 場所 減損損失 

店舗 

建物等 

東京都 123,398

神奈川県 161,399

その他 160,783

無形固定

資産 
－ 87,938

リース資

産等 

東京都 6,947

神奈川県 3,430

その他 37,150

小計 581,048

賃貸物件 

土地 
東京都 767,077

神奈川県 431,726

建物等 
東京都 149,146

神奈川県 31,852

小計 1,379,803

合計 1,960,851

※６   ―――――― 

 (2) 減損損失の認識に至った経緯 

 店舗のうち営業活動から生じる損益が継続

してマイナスとなる資産グループ、また賃貸

不動産のうち地価の大幅な下落により収益性

が著しく低下した資産グループについては、

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を特別損失に計上しております。 

(3) 資産のグルーピングの方法 

 資産のグルーピングは、主として独立した

キャッシュ・フローを生み出す最小の単位で

ある店舗単位としており、賃貸不動産につい

ては個別の物件毎にグルーピングしておりま

す。 

(4) 回収可能額の算定方法 

 回収可能額は、正味売却可能価額（主に不

動産鑑定評価額等）により測定しており、売

却や転用が困難な資産については備忘価額と

しております。 

 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年２月21日 至 平成18年８月20日） 

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加684千株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加でありま

す。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

（注） 平成17年新株予約権の当中間会計期間増加は、行使価額の修正によるものであります。また、当中間会計期間減

少は、新株予約権の行使によるものであります。 

 行使価額の修正については、第４提出会社の状況(2)新株予約権の状況をご参照ください。 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項  

 
前事業年度末株式
数（千株） 

当中間会計期間増
加株式数（千株） 

当中間会計期間減
少株式数（千株） 

当中間会計期間末
株式数（千株） 

発行済株式     

普通株式 （注１） 13,519 684 － 14,204 

合計 13,519 684 － 14,204 

自己株式     

普通株式 （注２） 12 1 － 13 

合計 12 1 － 13 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項  

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当中間会計
期間末残高
（千円） 前事業年度

末 
当中間会計
期間増加 

当中間会計
期間減少 

当中間会計
期間末 

提出会社 平成17年新株予約権（注） 普通株式 11,363 2,334 684 13,013 2,850 

合計 － － － － － 2,850 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

１．現金及び現金同等物の中間残高と中間貸

借対照表に掲記されている科目の金額との

関係     

１．現金及び現金同等物の中間残高と中間貸

借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年８月20日現在） （平成18年８月20日現在） （平成18年２月20日現在） 

現金及び預金勘定 6,493,026千円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△690,000千円

現金及び現金同等物 5,803,026千円

現金及び預金勘定  4,219,082千円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△760,000千円

現金及び現金同等物 3,459,082千円

現金及び預金勘定     3,774,733千円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△610,000千円

現金及び現金同等物    3,164,733千円

※２ 店舗閉鎖損失引当金の増減額等

は、有形固定資産の簿価部分に対応す

る引当金取崩額等を調整しておりま

す。 

※２     同左 ※２     同左 

 

※３ 投資活動によるキャッシュ・フロ

ー「有形固定資産の取得による支出」

に含めておりました割賦購入未払金の

増加額及び減少額（前中間会計期間は

増加額－千円、減少額137,439千円）

は、今後、割賦購入による設備投資が

増加する予定であることから、割賦取

引の実態を明瞭に表示するため、当中

間会計期間から財務活動によるキャッ

シュ・フロー「設備割賦契約による収

入」及び「設備割賦契約の返済による

支出」としております。 

※３   ―――――― ※３ 投資活動によるキャッシュ・フロ

ー「有形固定資産の取得による支出」

に含めておりました割賦購入未払金の

増加額及び減少額（前事業年度は増加

額31,847千円、減少額294,382千円）

は、今後、割賦購入による設備投資が

増加する予定であることから、割賦取

引の実態を明瞭に表示するため、当事

業年度から財務活動によるキャッシ

ュ・フロー「設備割賦契約による収

入」及び「設備割賦契約の返済による

支出」としております。 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

有形固
定資産
その他 

930,988 641,106 289,882 

合計 930,988 641,106 289,882 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

減損
損失
累計
額相
当額 
(千円)

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

有形
固定
資産
その
他 

417,283 139,663 76,273 201,346 

合
計 

417,283 139,663 76,273 201,346 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

有形固
定資産
その他

893,159 604,493 288,666 

合計 893,159 604,493 288,666 

２．未経過リース料中間期末残高相当額

（千円） 

２．未経過リース料中間期末残高相当額

（千円） 

２．未経過リース料期末残高相当額 

（千円） 

１年内 155,175 

１年超 141,069 

合計 296,244 

１年内 58,909 

１年超 146,551 

合計 205,460 

リース資産減損勘

定の残高 
20,496 

１年内 123,595 

１年超 170,697 

合計 294,292 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額（千円） 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失（千円） 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額（千円） 

支払リース料 107,354 

減価償却費相当額 101,401 

支払利息相当額 3,577 

支払リース料 51,761 

リース資産減損勘定

の取崩額 
11,187 

減価償却費相当額  48,053 

支払利息相当額 4,385 

減損損失 31,683 

支払リース料 207,387 

減価償却費相当額 195,086 

支払利息相当額 9,121 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間（平成17年８月20日現在） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価のない有価証券の主な内容 

当中間会計期間（平成18年８月20日現在） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価のない有価証券の主な内容 

前事業年度（平成18年２月20日現在） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価のない有価証券の主な内容 

 取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 60,739 170,463 109,724 

合計 60,739 170,463 109,724 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 200,293 

 取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 50,155 191,652 141,497 

合計 50,155 191,652 141,497 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 200,293 

 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

株式 50,155 174,442 124,286 

合計 50,155 174,442 124,286 

 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 200,293 

合計 200,293 



（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成17年２月21日至 平成17年８月20日） 

通貨関連 

（注）１．時価の算定方法 

取引銀行から提示された価格によっております。 

２．ヘッジ会計が適用されるデリバティブ取引は除いております。 

当中間会計期間（自 平成18年２月21日至 平成18年８月20日） 

  

当社のデリバティブ取引はヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成17年２月21日至 平成18年２月20日） 

  

当社のデリバティブ取引はヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 

区分 
種類 

契約額等 
（1,000ユーロ） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

市場取引以外の

取引 

オプション取引    

買建    

コール  0 0 

ユーロ 400   

売建    

プット  △1 △1 

ユーロ 400   

合計  － △1 △1 



（持分法損益等） 

前中間会計期間、当中間会計期間、前事業年度ともに関連会社がないため該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益（△損失）金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

１株当たり純資産額 626.94円 

１株当たり中間純損失

金額 
23.55円 

１株当たり純資産額 414.53円 

１株当たり中間純損失

金額 
229.03円 

１株当たり純資産額 660.09円 

１株当たり当期純利益

金額 
8.93円 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益額 
  8.70円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失を計上をしたため記

載しておりません。 

  

 
前中間会計期間 

（自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

中間（当期）純利益（△損

失）（千円） 
△318,116 △3,192,929 120,585 

普通株主に帰属しない金額

（千円） 
－ － － 

普通株式に係る中間（当期）

純利益（△損失）（千円） 
△318,116 △3,192,929 120,585 

期中平均株式数（千株） 13,508 13,941 13,507 

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益の算定に含

めなかった潜在株式の概要 

―――――― 新株予約権１種類（新株予

約権の数285個）。 

なお、概要は「第４ 提出

会社の状況、１ 株式等の

状況、(2) 新株予約権等の

状況」に記載のとおりであ

ります。 

―――――― 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

１ 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第44期）（自 平成17年２月21日 至 平成18年２月20日）平成18年５月19日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告

書 

   平成17年11月７日 

株式会社セキド    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 斉藤 智之  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 髙橋 正伸  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社セキドの平成17年２月21日から平成18年２月20日までの第44期事業年度の中間会計期間（平成17年２月21日から平成

17年８月20日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社セキドの平成17年８月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年２月21

日から平成17年８月20日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上

（注）上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告

書 

   平成18年11月８日 

株式会社セキド    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 斉藤 智之  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 髙橋 正伸  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社セキドの平成18年２月21日から平成19年２月20日までの第45期事業年度の中間会計期間（平成18年２月21日から平成

18年８月20日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及

び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社セキドの平成18年８月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年２月21

日から平成18年８月20日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

 追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損

に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上

（注）上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 
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